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事業事前評価表 
 

Ⅰ．対象事業名 
国名：ベトナム社会主義共和国 
案件名：送変電・配電ネットワーク整備事業 
L/A調印日：2008年 3月 31日 
承諾金額：10,906百万円 
借入人：ベトナム社会主義共和国政府 
Ⅱ．本行が支援することの必要性・妥当性 
1. ベトナムにおける電力セクターの現状と課題 
 ベトナムは過去数年間 8%前後の高い GDP成長率を記録し、今後も海外直接投資に支え
られた高成長が続く見通しである。こうした急速な経済成長を反映し、電力需要も 2000
年から 2004年まで全国で年平均 14.8%の割合で増加しており、2007年７月に承認された
「第６次電力マスタープラン（2006-2015）」では、今後 2015年に向けて、年平均約 17.0%
の電力需要増が見込まれている。ベトナム電力セクターにおける喫緊の課題は、上記の電
力需要増に対応することであり、同マスタープランでは、2007 年から 2010 年の間に、
13,720MWの新規電源開発が計画され、設備投資は年 40～50億ドルと見積もられている。 
 また、同マスタープランでは、電源開発と平行して送配電ネットワークの開発が進めら
れるべき点、送配電ロス削減に努めるべき点も指摘され、送変電設備・配電網の整備を行
うことにより、効率的・安定的な電力供給を行うことが不可欠であるとしている。電化に
ついては、2005年末現在、世帯レベルで電化率 90.04%とほぼ全国的に達成されているが、
電力需要の増加に伴う変圧器の過負荷が都市部を中心に問題となっており、通常の稼動率
を超えて運転される設備が多く存在する等、安定した電力供給が困難となっている。 
 なお、従来地方電化を中心に支援してきた世界銀行は、今後は徐々に電源開発支援に焦
点を移す方針であり、またアジア開発銀行も発電、高圧系統部門の支援を強化する方針で
ある。主要なドナーが電源開発に重点を移行する中、電源開発の補完となるエネルギー効
率の向上に資する送配電部門への支援の必要性は高い。 
2. ベトナムにおける電力セクター政策 
 ベトナムでは、2003 年以降、電力自由化への動きが活発化しており、2005 年 7 月には
電力法が施行され、競争原理導入への方針が定められた。また、法制面と平行して組織面
の改革も進められており、2005 年 10 月には電気事業規制庁が設立され、ベトナム電力グ
ループ（EVN）の組織再編（EVN本社の持株会社化、子会社の株式公開等）も進められて
いる。 
 また、電力需要増を受け、発電部門の投資に時間を要するため、エネルギーの効率的使
用に関する政令が発出された。本事業は主要なロス減となっている下位送配電網を整備す
ることで電力ロスの削減を追及し、電力の有効利用に寄与するものと言える。 
3. 本行の援助方針との整合性 
本行の海外経済協力業務実施方針（2005～2007年度）においては、「持続的経済成長に
向けた基盤整備」を対ベトナム援助の重要分野として位置付けている。本事業は、ベトナ
ム国内の 7 つの主要都市部において、中・低電圧の送配電施設の新設。改修を行うことを
通じ、安定的・効率的な電力供給に資するものであり、本行の支援方針と一致している。
以上より、本行が支援することの必要性・妥当性は高い。 
Ⅲ．事業の目的等 
本事業は、ベトナムの主要都市部における工業団地及びその周辺における送変電網の新
設・増強並びに配電線の整備を行うことにより、急増する電力需要に対応する安定的な電
力供給を確保すると共に、送配電ロスを低減し、もって地域の経済発展と生活水準向上に
寄与するものである。 
Ⅳ．事業の内容 
1. 対象地域名（計：4市、3省） 
北部（2市、2省）ハノイ市、ハイフォン市、ハイヅン省、ハンイェン省 
中部（1市）ダナン市 
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南部（1市、1省）ホーチミン市、ドンナイ省 
 
2. 事業概要 
(1) 110kV送電線の新設・増強 
(2) 110kV変電所の新設・増設 
(3) 配電線網の拡充・リハビリ 

 
3. 総事業費 

12,685百万円（うち、円借款対象額：10,906百万円） 
 

4. スケジュール 
  2007年 9月～2011年 3月を予定（43ヶ月）。工事完了時をもって事業完成とする。 

 
5. 実施体制 
(1) 借入人：ベトナム社会主義共和国政府（The Government of the Socialist Republic of 

Viet Nam） 
(2) 実施機関：ベトナム電力グループ（Vietnam Electricity）傘下の配電会社 7社（第一
配電会社、ハノイ配電会社、ハイヅン配電会社、ハイフォン配電会社、ダナン配電会
社、ホーチミン配電会社、ドンナイ配電会社） 

(3) 操業・運営／維持・管理体制： 各配電会社 
 
6. 環境及び社会面の配慮 
(1) 環境に対する影響／用地取得・住民移転 
① カテゴリ分類： FI 
② カテゴリ分類の根拠： 本事業は、本行の融資承諾前にサブプロジェクトが特定で
きず、且つそのようなサブプロジェクトが環境への影響を持つことが想定されるた
め、「環境社会配慮確認のための国際協力銀行ガイドライン」（2002年 4月制定）
上、カテゴリ FIに該当する。 

③ その他： 本事業では、実施機関が本行ガイドラインに基づき環境社会配慮を行う
こととなっており、各サブプロジェクトにおいて、該当するカテゴリに必要とされ
る対応が取られる。なお、カテゴリ Aに該当するサブプロジェクトの実施は想定さ
れていない。 

 
7. その他特記事項：特になし。 
Ⅴ．事業効果 
1. 運用・効果指標 

指標名 
基準値 

（2006年実績値） 
目標値（2012年） 

【本パイロット地域にかかる事

業完成 2年後】 
設備稼動率（%）1（110kV変電所変圧器稼動率：
年最大負荷/変圧器設備容量） 89.4 81.0 

需要家一軒あたり年間事故停電時間（分/年・軒） 521 416 
本事業に関わる運用効果指標は、第一配電会社の管轄地域であるハンイェン省（イェン
ミー区の送変電設備増設案件１件を予定）をパイロット地域として選定する。 
 
2. 内部収益率（経済的・財務的内部収益率） 
本事業は、サブプロジェクトが小規模且つ多数であり、また、アプレイザル時ではサブ
プロジェクトが特定されていないため、内部収益率の算出は困難であり、算出しない。 

 

                                                  
1 「設備稼動率とは、設備の最大出力に対する最大負荷の割合であり、不測の事態においても安定して電力を供給できる
ように、最大で 80%程度に抑えることが望ましい。 
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Ⅵ．外部要因リスク 
特になし。 

Ⅶ．過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 
セクターローンは、実施の過程で当初計画（事業スコープ）の修正・変更が起こりやす
い事業であり、スコープに一定の幅を持たせると共に、修正・変更に関する手続きを簡素
化しておく等、スコープの修正・変更が迅速且つ柔軟に行われることが望まれる。本事業
では、7 つの配電会社が独立してサブプロジェクトを実施するため、配電会社の親会社で
ある EVNが必要に応じ、配電会社間の調整を行うことで合意している。 
Ⅷ．今後の評価計画 
1. 今後の評価に用いる指標 
（1） パイロット地域における設備稼働率 110kV 変電所・変圧器稼動率：年最大負荷/変

圧器設備容量（%） 
（2） パイロット地域における需要家一軒あたり年間事故停電時間（分/年・軒） 
 
2. 今後の評価のタイミング  
 事業完成 2年後 




